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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次 
第76期 

第1四半期連結 
累計期間 

第77期 
第1四半期連結 

累計期間 
第76期 

会計期間 
自2019年4月 1日 
至2019年6月30日 

自2020年4月 1日 
至2020年6月30日 

自2019年4月 1日 
至2020年3月31日 

売上高(注)2 （百万円） 65,154 64,140 311,554 

経常利益 （百万円） 3,719 3,490 26,615 

親会社株主に帰属する四半期

(当期)純利益 
（百万円） 2,642 2,086 18,182 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,786 2,534 12,188 

純資産額 （百万円） 115,305 121,432 122,598 

総資産額 （百万円） 199,688 202,698 214,975 

１株当たり四半期（当期）純利

益 
（円） 26.33 20.79 181.19 

潜在株式調整後1株当たり四半

期（当期）純利益 
（円） 26.24 20.72 180.53 

自己資本比率 （％） 56.8 58.9 56.0 

（注）1．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

2．売上高には、消費税等を含んでおりません。

 

２【事業の内容】

 当第1四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

 また、主要な関係会社における異動は、次のとおりであります。

（子会社の異動）

 当第１四半期連結累計期間において、CVCF2 投資事業有限責任組合（特定子会社）を新たに設立し、連結の範囲に

含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第1四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

なお、当第1四半期連結累計期間における新型コロナウイルス感染症の影響は、２「経営者による財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」「(1)財政状態及び経営成績の状況」に記載の通りです。 

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。 

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況 

当第1四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい状況が続いてお

ります。社会経済活動のレベルを段階的に引き上げていく中で持ち直しが期待されるものの、依然として、国内外の

感染症の動向や金融資本市場の変動の影響など、先行きの不透明な状況が続いております。 

国内の情報サービス市場においては、感染症拡大の長期化や企業活動の制約により、情報システム投資の先送り

など、投資動向に影響が生じており、当社を取り巻く環境は厳しい状況にあると認識しております。

 

このような環境の中、日本ユニシスグループは、「顧客・パートナーと共に社会を豊かにする価値を提供し、社

会課題を解決する企業」として、業種・業態の垣根を越え、さまざまな企業をつなぐビジネスエコシステムを創る中

核となり、デジタルトランスフォーメーション注1を実現するプラットフォームの提供企業となることを目指し、中

期経営計画「Foresight in sight® 2020」（2018-2020年度）の重点施策に継続して取り組んでおります。

中期経営計画で定めた4つの注力領域は、対応する社会課題により、それぞれの領域の垣根を越えてクロスファン

クショナルに活動しております。

 

スマートな社会の実現に向けた取り組みとして、AIによる需要予測に基づいて小売店舗の発注業務を自動化する

クラウド型業務支援サービス「AI-Order Foresight™」、企業のマーケティングプロモーション戦略を支援する顧客

データ分析サービス「RinzaTarget™」の提供を開始しました。「AI-Order Foresight」では、販売実績・気象情報・

催事情報などの各種データを元に発注業務を自動化し、要員の経験やスキルに依存しない店舗運営や過剰在庫削減・

食品ロス削減を推進することで、社会課題の解決に貢献してまいります。また、「RinzaTarget」では、当社が培っ

てきたデータ分析手法やAI分析アルゴリズムを活用し、実店舗と会員向けスマートフォンアプリでの購買など、オン

ラインとオフラインの購買体験から得られるデータを融合させて分析し、新たなプロモーション施策の立案の支援を

行います。当社が大日本印刷株式会社とともに運営している、販売促進キャンペーンを展開するサービス「スマート

キャンペーン®」においても「RinzaTarget」を採用しております。
 

IoTビジネスプラットフォームにおける新たな取り組みとして、故障の予兆を感知して障害発生前の機械の保全を

可能にする工場向け回転機械不具合予兆検知サービス「VibSign™（ビブサイン）」、橋梁点検業務の省力化と品質向

上をAIで実現するAI橋梁診断支援システム「Dr.Bridge™」の提供を開始いたしました。これらのAI、IoTを活用した

サービスの提供を通じて、工場設備、年々老朽化が進む橋梁やトンネルなどの道路構造物の点検・診断等の保全業務

の省力化と品質向上に貢献してまいります。 

 

エネルギーマネジメントの分野においては、経済産業省資源エネルギー庁の補助事業である「令和2年度バーチャ

ルパワープラント（VPP注2）構築実証事業」として採択された2つの実証事業に参画しております。1つ目の実証事業

では、実証協力企業として、関西電力株式会社を始めとする各社と、一般家庭に設置された家庭用燃料電池「エネフ

ァーム®」を活用したバーチャルパワープラント実証を開始しており、太陽光発電設備とエネファームを組み合わ

せ、自家消費も考慮した最適なエネルギーマネジメントの実現を目指しております。2つ目の実証事業では、九州電

力株式会社を幹事会社とするコンソーシアムに参画し、家庭向けエネルギーリソース制御システムの実証事業を進め

ております。これらの実証事業を通じて得られた知見を活かし、エネルギーマネジメントの可能性を広げていくこと

で、エネルギーを効率的に活用できる社会の実現に貢献してまいります。

 

その他に、「内閣府 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）注3」第2期で採択、開始された、「AIホスピタ

ルによる高度診断・治療システム」の構築および2022年の社会実装に向けたプロジェクトに参画しております。超高

齢化社会における医療の質の確保と医療従事者の負担軽減に向けて、AIを駆使した先進的な診断・治療システムの確

立を目指し、本活動を進めてまいります。 
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システムサービスの本番稼働時期の延伸や中小型案件の減少など新型コロナウイルスの影響が徐々に顕在化して

きておりますが、早期に状況変化を把握し、適切な対策を実施すべく、モニタリングの徹底、強化を図っておりま

す。また、金融業務の顧客接点を強化するフロント系システムなどのデジタルトランスフォーメーション関連ビジネ

スや金融機関向けの勘定系アウトソーシング案件が堅調に増加しております。さらに、新型コロナウイルスの影響に

より企業活動が制限されている中でも事業継続を可能にする柔軟な働き方を実現するため、クラウド型ネットワーク

サービス「Wrap®」など働き方改革を支援する各種サービスや基盤の提供を進めております。
 

風土改革に関しては、新しい働き方の実現に向け、働く場所と時間の自由度が高い柔軟な働き方やビジネスのデ

ジタル化のための各種施策を推進しております。また、新たな取り組みとして、2020年度より社員の自律性と柔軟性

を高め、社会課題解決に寄与する新サービスの創出を目指す社内プロジェクトを開始いたしました。本プロジェクト

メンバーは社内公募を行い、様々な職種や専門性、性別、年齢の社員が入り混じる、多様性を重視したチーム編成と

しております。また、上下関係のないホラクラシー型組織注4を採用し、意思決定や目標設定、人事評価を分散型に

するマネジメントモデルの試行と、会社・組織の枠を越えた活動を通じて新サービスを創出し、ビジネスエコシステ

ムの形成を目指してまいります。

 

以上のように、中期経営計画「Foresight in sight 2020」の達成に向けて日本ユニシスグループ一体となって取

り組んでおります。

 

（注）1.デジタルトランスフォーメーション：企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会

のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変

革し、競争上の優位性を確立すること。 

2.バーチャルパワープラント（VPP）：多数の小規模な発電所や、電力の需要抑制システムを一つの発電所のようにまとめて制御を

行うこと。IT技術によって連動させることで、電力網の需給バランスを最適化できる。 

3.戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）：内閣府総合科学技術・イノベーション会議が、府省の枠や旧来の分野の枠を超え

たマネジメントに主導的な役割を果たすことを通じて、科学技術イノベーションを実現するために創設した国家プログラム。第2

期では、健康・医療を含む12課題を推進している。 

4.ホラクラシー型組織：上下関係がなく、意思決定権が分散されており、各メンバーが自主運営を行うマネジメント手法のこと。フ

ラットな組織だが厳密な役割とルール（ガバナンス）によって運営される。 

5.「スマートキャンペーン」は大日本印刷株式会社の登録商標、「エネファーム」は東京瓦斯株式会社・大阪瓦斯株式会社・ENEOS

株式会社の登録商標、その他の会社名および商品名は、各社の商標または登録商標です。 

 

売上高の状況 

当第1四半期連結累計期間の売上高合計は、アウトソーシングサービスは増収となったものの、新型コロナウイル

スの影響等から、ハードウェア販売やソフトウェア等が減収となった結果、641億40百万円（前年同期比1.6%減少）

となりました。 

 

営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益の状況 

当第1四半期連結累計期間の売上総利益は、ハードウェアやシステムサービスが減益となった結果、前年同期に比

べ60百万円減少の156億67百万円（前年同期比0.4%減）となりました。 

販売費及び一般管理費につきましては、研究開発費が増加したものの一般経費が減少したこと等により、前年同期

に比べ2億66百万円減少の123億85百万円（前年同期比2.1%減）となりました。 

この結果、営業利益は前年同期に比べ2億5百万円増加の32億82百万円（前年同期比6.7%増）となりました。経常利

益は偶発損失戻入益の減少や、受取配当金の減少により、前年同期に比べ2億29百万円減少の34億90百万円（前年同

期比6.2%減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期に比べ5億56百万円減少の20億86百万円（前年同期比

21.0%減）となりました。 

 

財政状態 

当第1四半期連結会計期間末の総資産につきましては、前連結会計年度末比122億77百万円減少の2,026億98百万円

となりました。流動資産は、現金及び預金が36億95百万円増加した一方、受取手形及び売掛金が218億88百万円減少

したこと等により、130億86百万円減少の1,202億11百万円となりました。固定資産は注力領域およびICTコア領域の 

アウトソーシングサービス関連を中心に30億88百万円を投資した一方、減価償却費26億55百万円を計上したこと等 

から、8億8百万円増加の824億87百万円となりました。なお投資有価証券については、注力領域の強化・拡大を目的

として、スタートアップや、ファンドへの戦略投資を行ったこと等により、前連結会計年度末比で11億16百万円 

増加いたしました。 

 負債につきましては、支払手形及び買掛金が減少したこと等により、前連結会計年度末比111億11百万円減少の 

812億65百万円となりました。 
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 純資産につきましては、親会社株主に帰属する四半期純利益による増加の一方、配当金の支払等により、前連結 

会計年度末比11億65百万円減少の1,214億32百万円となりました。自己資本比率は58.9%と前連結会計年度末比2.9ポ

イント増加いたしました。

 

資本の財源及び資金の流動性について 

 当社グループの資金需要は、営業活動に関する資金需要として、システムサービスおよびサポートサービスの外注

費、販売用のコンピュータおよびソフトウェアの仕入の他、製造費、販売費及び一般管理費などの営業費用によるも

のがあります。営業費用の主なものは人件費および営業支援費、新規サービスの開発等に向けた研究開発費です。ま

た投資活動に関する資金需要として、注力領域のビジネス拡大に向けた、事業会社、スタートアップ、ファンドへの

戦略投資、ICTコア領域の既存ビジネス遂行のための設備投資などがあります。 

 中期経営計画においては、投資戦略を重要な施策の一つとしており、2021年3月期までの3カ年で600億円程度の投

資規模を想定しています。これらの投資については、各事業の進展や定量目標の達成状況を見ながら、各投資領域に

機動的に資金を配分していく考えです。 

 必要な資金については、ICTコア領域や今後成長が見込まれる注力領域のビジネスから創出されるキャッシュ・フ

ローおよび手許資金などでまかなうことを基本としており、当年度においてもこの方針に変更はありません。 

 

 また、機動的な資金調達と安定性の確保を狙いとし、従来より、主要取引金融機関と総額105億円の貸出コミット

メントライン契約を締結しております。なお、当第1四半期連結累計期間において当該契約に基づく借入実行はあり

ません。 

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりです。 

システムサービス 

システムサービスは、ソフトウェアの請負開発業務、SEサービス、コンサルティング等からなり、売上高は195億

47百万円（前年同期比3.0%減）、セグメント利益は59億13百万円（前年同期比8.4%減）となりました。デジタルトラ

ンスフォーメーション関連の案件は堅調だった一方、新型コロナウイルス感染症の影響により、一部の大型案件で本

番稼働の先送りや開発スケジュールの見直しが発生したことなどから、減収・減益となりました。また、当第1四半

期連結累計期間において、基幹システムの構築案件で不採算が発生した影響から、収益性も若干低下しました。引き

続き付加価値の高いビジネスの拡大を目指すとともに、案件リスク管理の徹底および生産性向上施策に取り組むこと

で、更なる収益性の向上を図ってまいります。 

 

サポートサービス 

サポートサービスは、ソフトウェア・ハードウェアの保守サービス、導入支援等からなり、売上高は127億40百万

円（前年同期比1.3%減）、セグメント利益は36億53百万円（前年同期比3.2%増）となりました。売上高は若干の減少

となりましたが、サポート拠点の統廃合などのコスト構造改革施策の効果が徐々に現れてきております。引き続きコ

スト削減に努め、収益性の維持・改善を図ってまいります。 

 

アウトソーシング 

アウトソーシングは、情報システムの運用受託やサービス型ビジネス等からなり、売上高は142億53百万円（前年

同期比14.6%増）、セグメント利益は33億65百万円（前年同期比7.5%増）となりました。当第1四半期連結累計期間に

おいては、前第4四半期から金融機関向け等の新規サービスが稼働している他、ITアウトソーシングの中小型案件が

着実に積み上がっていることから増収・増益となりました。ITアウトソーシングの更なる拡大に加え、キャッシュレ

ス関連などのスマート社会実現に向けたサービスや、持続可能なエネルギー社会に向けたエネルギーマネジメントソ

リューションの提供など、社会課題の解決に貢献するさまざまなサービス提供型ビジネスの拡大に取り組むことで、

一層の事業拡大を目指してまいります。

 

ソフトウェア 

ソフトウェアは、ソフトウェアの使用許諾契約によるソフトウェアの提供等からなり、売上高は59億17百万円（前

年同期比11.9%減）、セグメント利益は7億21百万円（前年同期比11.2%増）となりました。当第1四半期連結累計期間

においては、売上高は減収となったものの、製造業向けに利益率の高いソフトウェアの計上があったこと等により、

セグメント利益は増益となっております。 

 

 ハードウェア

ハードウェアは機器の売買契約、賃貸借契約によるハードウェアの提供等からなり、売上高は86億67百万円(前年

同期比20.8%減)、セグメント利益は13億87百万円(前年同期比8.9%減)となりました。前年同期に、AI関連機器の大型

案件があったことなどから、減収・減益となっております。 
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 その他 

その他は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、回線サービスおよび設備工事等を含み、売上高は

30億13百万円(前年同期比51.0%増)、セグメント利益は6億26百万円(前年同期比44.5%増)となりました。 

 

(注) セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っており、上記の全てのセグメント利益合計

156億67百万円から研究開発費、のれんの償却額、各報告セグメントに配賦していない販売費及び一般管理費

を含む調整額△123億85百万円を差し引いた32億82百万円が四半期連結損益計算書の営業利益となります。ま

た、上記金額には消費税等を含んでおりません。

 

(2) 経営方針・経営戦略等 

当第1四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第1四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第1四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は、11億21百万円です。

なお、当第1四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第1四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

 

②【発行済株式】

種類 
第1四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(2020年6月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(2020年8月13日) 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 109,663,524 109,663,524 
東京証券取引所 

市場第一部 
単元株式数100株 

計 109,663,524 109,663,524 ― ― 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2020年4月1日～ 

2020年6月30日
－ 109,663,524 － 5,483 － 15,281

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第1四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

- 7 -



（６）【議決権の状況】

当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2020年3月31日）における株主名簿に基づき記載しておりま

す。

①【発行済株式】

        (2020年6月30日現在) 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式(自己株式等)   － － － 

議決権制限株式(その他)   － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 

－ － 
普通株式 9,294,500 

(相互保有株式) 

普通株式 3,000 

完全議決権株式(その他) (注)1 普通株式 100,286,700 1,002,867 － 

単元未満株式 (注)2 普通株式 79,324 － １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数   109,663,524 － － 

総株主の議決権   － 1,002,867 － 

（注）1．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が700株(議決権7個)含まれてお

ります。

2．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式53株が含まれております。

②【自己株式等】

        (2020年6月30日現在) 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％) 

(自己保有株式)          

日本ユニシス株式会社 東京都江東区豊洲1-1-1 9,294,500 － 9,294,500 8.47 

(相互保有株式)          

紀陽情報システム株式

会社 
和歌山県和歌山市中之島2240 3,000 － 3,000 0.00 

計 ― 9,297,500 － 9,297,500 8.47 

（注）当第1四半期会計期間末日現在において、当社は自己株式9,294,553株（発行済株式総数に対する所有株式数の割

合8.47％）を保有しております。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

1．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

2．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第1四半期連結会計期間（2020年4月1日から2020年6月

30日まで）および第1四半期連結累計期間（2020年4月1日から2020年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2020年 3月31日) 
当第1四半期連結会計期間 

(2020年 6月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 33,287 36,982 

受取手形及び売掛金 70,840 48,952 

商品及び製品 7,443 7,455 

仕掛品 1,843 3,687 

原材料及び貯蔵品 77 77 

その他 19,825 23,076 

貸倒引当金 △21 △20 

流動資産合計 133,297 120,211 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 3,764 3,684 

機械装置及び運搬具（純額） 6,414 6,453 

その他（純額） 3,286 3,441 

有形固定資産合計 13,465 13,579 

無形固定資産    

のれん 1,509 1,407 

ソフトウエア 18,711 18,561 

その他 203 605 

無形固定資産合計 20,423 20,574 

投資その他の資産    

投資有価証券 23,272 24,389 

繰延税金資産 3,818 2,834 

退職給付に係る資産 4,357 4,820 

その他 16,637 16,585 

貸倒引当金 △296 △296 

投資その他の資産合計 47,789 48,333 

固定資産合計 81,678 82,487 

資産合計 214,975 202,698 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2020年 3月31日) 
当第1四半期連結会計期間 

(2020年 6月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 22,475 16,273 

1年内返済予定の長期借入金 5,617 5,133 

未払法人税等 4,654 294 

未払費用 10,905 5,529 

前受金 18,477 22,943 

請負開発損失引当金 708 712 

その他の引当金 846 1,143 

その他 10,431 10,644 

流動負債合計 74,117 62,673 

固定負債    

長期借入金 15,717 15,332 

引当金 94 76 

退職給付に係る負債 651 668 

資産除去債務 1,128 1,133 

その他 668 1,381 

固定負債合計 18,260 18,591 

負債合計 92,377 81,265 

純資産の部    

株主資本    

資本金 5,483 5,483 

資本剰余金 14,909 14,909 

利益剰余金 109,795 108,127 

自己株式 △13,513 △13,513 

株主資本合計 116,675 115,007 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 4,886 5,526 

繰延ヘッジ損益 0 0 

為替換算調整勘定 △33 △71 

退職給付に係る調整累計額 △1,056 △1,141 

その他の包括利益累計額合計 3,798 4,312 

新株予約権 491 491 

非支配株主持分 1,633 1,621 

純資産合計 122,598 121,432 

負債純資産合計 214,975 202,698 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第1四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第1四半期連結累計期間 
(自 2019年 4月 1日 
 至 2019年 6月30日) 

当第1四半期連結累計期間 
(自 2020年 4月 1日 

 至 2020年 6月30日) 

売上高 65,154 64,140 

売上原価 49,426 48,472 

売上総利益 15,728 15,667 

販売費及び一般管理費 12,652 12,385 

営業利益 3,076 3,282 

営業外収益    

受取利息 2 2 

受取配当金 353 256 

その他 408 45 

営業外収益合計 764 303 

営業外費用    

支払利息 18 25 

持分法による投資損失 6 60 

その他 95 9 

営業外費用合計 120 95 

経常利益 3,719 3,490 

特別利益    

固定資産売却益 0 0 

その他 11 1 

特別利益合計 11 1 

特別損失    

投資有価証券評価損 45 431 

その他 55 16 

特別損失合計 101 448 

税金等調整前四半期純利益 3,629 3,043 

法人税、住民税及び事業税 235 264 

法人税等調整額 766 744 

法人税等合計 1,001 1,009 

四半期純利益 2,627 2,033 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △14 △52 

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,642 2,086 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第1四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第1四半期連結累計期間 
(自 2019年 4月 1日 
 至 2019年 6月30日) 

当第1四半期連結累計期間 
(自 2020年 4月 1日 

 至 2020年 6月30日) 

四半期純利益 2,627 2,033 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △512 639 

繰延ヘッジ損益 △1 △1 

為替換算調整勘定 - △51 

退職給付に係る調整額 △303 △85 

持分法適用会社に対する持分相当額 △23 0 

その他の包括利益合計 △841 501 

四半期包括利益 1,786 2,534 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,801 2,600 

非支配株主に係る四半期包括利益 △15 △65 
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【注記事項】

（追加情報）

（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱いの適用）

 当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設

されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項

目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務

対応報告第39号 2020年3月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第28号 2018年2月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、

改正前の税法の規定に基づいております。
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（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

 当第１四半期連結累計期間中に新たに設立した、CVCF2 投資事業有限責任組合（特定子会社）を連結の範囲に

含めております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第1四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第1四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）および、のれんの償却額

は次のとおりです。

 
前第1四半期連結累計期間
（自 2019年4月 1日
至 2019年6月30日）

当第1四半期連結累計期間
（自 2020年4月 1日
至 2020年6月30日）

減価償却費 2,686百万円 2,655百万円

のれんの償却額 53 87

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第1四半期連結累計期間（自2019年4月1日 至2019年6月30日） 

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年6月26日

定時株主総会
普通株式 3,010 30.00 2019年3月31日 2019年6月27日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第1四半期連結累計期間（自2020年4月1日 至2020年6月30日） 

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年6月25日

定時株主総会
普通株式 3,763 37.50 2020年3月31日 2020年6月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第1四半期連結累計期間（自2019年4月1日 至2019年6月30日） 

1．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

(注)1 
合計 

調整額 

(注)2 

四半期 
連結損益 
計算書 
計上額 
(注)3 

 
システム 
サービス 

サポート 
サービス 

アウトソ 
ーシング 

ソフト 
ウェア 

ハード 
ウェア 

計 

売上高 20,158 12,907 12,433 6,717 10,942 63,158 1,996 65,154 － 65,154 

セグメント
利益 

6,452 3,539 3,130 649 1,523 15,295 433 15,728 △12,652 3,076 

   （注）1．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、回線サービスおよび設

備工事等を含んでおります。

   2．セグメント利益の調整額△12,652百万円には、研究開発費△960百万円、のれんの償却額△53百万

円、各報告セグメントに配賦していない販売費及び一般管理費△11,637百万円が含まれておりま

す。

   3．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第1四半期連結累計期間（自2020年4月1日 至2020年6月30日） 

1．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

(注)1 
合計 

調整額 

(注)2 

四半期 
連結損益 
計算書 
計上額 
(注)3 

 
システム 
サービス 

サポート 
サービス 

アウトソ 
ーシング 

ソフト 
ウェア 

ハード 
ウェア 

計 

売上高 19,547 12,740 14,253 5,917 8,667 61,126 3,013 64,140 － 64,140 

セグメント
利益 

5,913 3,653 3,365 721 1,387 15,041 626 15,667 △12,385 3,282 

   （注）1．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、回線サービスおよび設

備工事等を含んでおります。

   2．セグメント利益の調整額△12,385百万円には、研究開発費△1,121百万円、のれんの償却額△87百万

円、各報告セグメントに配賦していない販売費及び一般管理費△11,177百万円が含まれておりま

す。

   3．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

1株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下の

とおりです。

 
前第1四半期連結累計期間
（自 2019年 4月 1日
至 2019年 6月30日）

当第1四半期連結累計期間
（自 2020年 4月 1日
至 2020年 6月30日）

（1）1株当たり四半期純利益 26円33銭 20円79銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 2,642 2,086

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
2,642 2,086

普通株式の期中平均株式数（千株） 100,350 100,367

（2）潜在株式調整後1株当たり四半期純利益 26円24銭 20円72銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
― ―

普通株式増加数（千株） 337 342

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり

四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結

会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

- 18 -



 

独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

2020年8月12日

日 本 ユ ニ シ ス 株 式 会 社 

  取 締 役 会  御 中 

 

有限責任監査法人 ト ー マ ツ 

   東  京  事  務  所 
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士   轟    一  成   印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士   吉  崎    肇   印 

 

監査人の結論 

 当監査法人は、金融商品取引法第 193 条の 2 第 1 項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ユニシ

ス株式会社の 2020 年 4 月 1 日から 2021 年 3 月 31 日までの連結会計年度の第 1 四半期連結会計期間（ 2020 年 4 

月 1 日から 2020 年 6 月 30 日まで）及び第 1 四半期連結累計期間（ 2020 年 4 月 1 日から 2020 年 6 月 30 日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ユニシス株式会社及び連結子会社の 2020 年 6 月 30 日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第 1 四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

 監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任 

 監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。



・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ 

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施 

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認 

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥 

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな 

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書 

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の 

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて 

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、 

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作 

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結 

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと 

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監 

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で 

監査人の結論に対して責任を負う。

 監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。 

 監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係 

 会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

 

（注）1．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

2．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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